
   
 
 

 
 
 
2011 年  ３月１４日 (月) ～ 
 

2011年 ５月１６日(月) の活動 
 

○ 東日本大震災の対応について 

1. 「社会福祉法人中央共同募金会」「ジャパン・プ

ラットフォーム（ＪＰＦ）」の義援金口座を会員に

対し紹介し、義援金の協力を依頼。（3/16） 
2. 第 88 回理事会審議事項（書面）として、東北

経済連合会を通じて 200 万円の義援金を支出。回

答数９０（うち賛成９０、反対０）。(3/30) 
3. 「西日本経済協議会震災復興支援本部」の設置。

東北・関東地域の被災地の一日も早い復旧と東日

本の本格復興に向けて、西日本経済協議会として、

日本の経済活動を西日本で支えていくための方策

を提言し、その実現を働きかける。西日本６経連

の会長で構成し、本部長は関経連会長、副本部長

は当経連および中部経連の会長。（4/8） 
4. 震災による会員企業の事業活動への短期的また

は長期的な影響や今後の見通し、復旧・復興に向

けた課題や政府等への要望事項などについてのア

ンケートを実施した。（4/8～4/15） 
5. 西日本経済協議会より、政府、与野党の関係者

へ当面の課題に関する必要な対策について第１次

提言を行った。（内容は当会ＨＰに掲載）(5/13) 
 

○ 社会基盤整備委員会 
３月１４日          福井市 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

○ 第 2 回 先端技術推進委員会 

３月２４日            金沢市 

水口委員長はじめ９名の委員が出席し、22 年度

の事業活動実績、23 年度事業活動計画（案）につ

いて審議、承認された。 
第２部として、(財)衛星測位利用推進センター

の吉田富治氏、金沢工業大学 教授の鹿田正昭氏を

講師に迎え、『世界最先端の地理情報・衛星測位情

報がビジネスを変える ～地理空間情報の活用で新

産業・新サービスの創出を！！～』と題しての講演

会を開催し、計３５名の方に聴講いただいた。 
吉田氏からは、昨年秋に初の日本版ＧＰＳとして

打ち上げられた準天頂衛星を活用したビジネス事

例について、鹿田教授からは、今後計画されている

北陸地区における実証実験の概要について紹介い

ただいた。         （担当：鳥山） 

 

○ 第 3 回 総合対策委員会 

４月 ５日            金沢市 

北村委員長はじめ７名の委員、2 名のオブザーバ

ーが出席し、23 年度事業活動計画（案）、北経連の

ＴＰＰ（環太平洋連携協定）に対するスタンス（案）、

について審議、承認された。 
また、昨年度の政府予算等への要望の反映状況が

報告され、今年度も政府等への要望をワーキングで

検討していくことになった。地方分権推進の動きを

注視していくことや北陸圏広域地方計画のフォロ

ー（取組内容、実施機関）について確認した。 
（担当：伊東） 
 

○ 第 7 回高信頼システム情報交換会・北陸 

４月  ９日            金沢市 

北経連イノベーション推進事業部と北陸先端科

学技術大学院大学が共催し、18 名が参加した。 
インフォームド・コンセントやチーム医療の推

進・医療の標準化等に貢献するツールとして、全国

の病院で導入が進んでいる『クリニカルパス』をテ

ーマに、北陸先端大 池田満教授からＩＴ化、宮崎

大学 荒木賢二教授から同大学の先駆的導入事例に

ついてそれぞれご講演いただいた。 
また、フリーディスカッションでは、宮崎大学 鈴

木斎王准教授にも加わっていただき、未だ完成形で

はないクリニカルパスが抱える課題や、ＩＴ化を進

めるにあたっての地元中小ベンダーの参入可能性

等について議論を深めた。         （担当：鳥山）

 

 

平成 22 年度社会基盤整備委員会を開催し、山崎

委員長はじめ 6名が出席。 

北陸新幹線の代替補完機能の定量化や並行在来

線の安定運営に向けた調査ほかを内容とした｢平

成 23 年度社会基盤整備委員会事業活動計画（案）」

について審議を行ない了承された。 

また、平成 23 年度より物流機能強化委員会を統合

することが報告された。 

審議の前に北陸新幹線敦賀延伸に関し、福井県総

合政策部 田端 企画幹との意見交換を行った。  

（担当：村江）
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○ 第 1 回 広域観光推進委員会 

４月１２日            金沢市 

小田委員長はじめ 11 名の委員が出席し、22 年度

事業評価、23 年度事業計画（案）について審議、

承認され、23 年度は、「北陸物語」の旅行商品化等

北陸の認知度向上、魅力・満足度向上に向けた取組

みや、三県が一体となった広域観光推進体制の再構

築・強化を推進していく。（担当：奥沢） 
 

○ 平成２３年度 定期総会 

５月１６日（月）          金沢市 

本年度の定期総会を開催(参加 150 名)、以下

の議案について審議し、承認された。 
1.H22 年度事業報告および決算承認の件 
2.H23 年度事業計画および収支予算審議の件 
3.役員改選の件 

総会後、ジャーナリストの嶌信彦氏から「国

難から再生へ～日本の底力は？」と題してご講

演をいただいた。 
（定期総会配付資料等は別途、会員へ送付）  

（担当：中西）

 

○新入会員のご紹介 
・㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾌﾗﾜｰ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ（業種：卸売・小売業）

松村 吉章 代表取締役社長 
〒939-0402 射水市流通センター水戸田 2-3-1 

℡：0766-57-1187  Fax：0766-57-1287 
 

・日本ユニシス㈱北陸支店 (業種：情報通信業) 
小塩 豊和 支店長 
〒920-0869 金沢市上堤町 1-12 金沢南町ﾋﾞﾙ 3F 

℡：076-233-9800  Fax：076-233-9870 
 

お 知 ら せ 

 

□7 月 4 日（月）     14:00～16:00  

「環日本海講演会（金沢市）」の開催 
金沢都ホテル 兼六の間

「中台間の ECFA 締結の経済効果と 

日台連携についての展望」 
（参加料：無料）

台湾の経済動向ならび対中国ビジネスに大きな

メリットをもたらす中台連携についての展望等に

理解を深める機会として、日本における中台経済

の専門家である伊藤信悟氏と台湾に進出し、台湾

から中国・ASEAN へと海外展開を果たした日華化学

㈱から吉田史朗氏が、台湾の経済動向ならび日台

連携についての展望等について講演する。 
 

講師： 

伊藤 信悟 氏（みずほ総研調査本部アジア調査部

上席主任研究員） 

吉田 史朗 氏（日華化学㈱取締役常務執行役員）

・主催：北陸 AJEC  ・共催：北陸経済連合会 

・後援：ジェトロ金沢、金沢商工会議所 

・申込期日：6月 23 日 

詳細は下記ホームページを参照 

http://www.hokkeiren.gr.jp/ajec/top/110704.pdf 

[お申込み・お問合せ先] 北陸 AJEC（担当:畑山）

℡：076-231-5525 Fax：076-262-8127 

 

□ 8 月 3 日（水）～5 日（金）開催       

北陸三県縦断ビジネスチャンス創出プロジェクト 

「第 4 回かなざわ商談会」参加事業所募集 

（参加無料） 
石川県地場産業振興センター 

申込方法：下記申込先に専用申込み書ＦＡＸ 
     もしくはＨＰより電子メールにて 
申込締切：6月 3日（金） 
     ※6 月 8 日（水）まで引き続き募集 
参加資格：北陸三県の商工会議所・商工会の会員 
     ※非会員の方は、入会手続きで即参加

申込み可 
主催：金沢商工会議所 
共催：北陸三県内各商工会議所・商工会 
[お申込み・お問合せ先]  
金沢商工会議所中小企業相談所専門指導課 
℡：076-263-1157 Fax：076-263-1158  
URL:http://www.kanazawa-cci.or.jp/ 
E-mail:shoudan@kanazawa-cci.or.jp 

 

今 後 の 主 な 活 動 予 定 

 

□ 7 月 22 日(金) 14:30～17:00 

第 39 回三県知事懇談会   

<場所：ユアーズホテルフクイ> 

□ 10 月 6 日(木)  

西日本経済協議会総会  

<場所：ホテル日航金沢> 

□ 11 月８日(火)  

第 38 回北陸地方経済懇談会 

（経団連との懇談会）  

<場所：ＡＮＡクラウンプラザホテル金沢> 

 

 

○「ＢＵＹ東北運動」へのご協力のお願いにつ

いて 
北陸経済連合会は、東日本大震災からの復興に向

けた自律的な経済発展の支援を目的にした東北経

済連合会、東経連ビジネスセンター主催の上記取組

を経団連や各経済連合会とともに後援します。 

会員のみなさまにおかれましては、パーティー等

での食材活用等、積極的な東北製品、商品等のご購

入の検討をお願い申し上げます。 

期間：平成 23 年 6 月 20 日～平成 24 年 3 月 31 日 

[「ＢＵＹ東北運動」詳細お問合せ先]  

東経連ビジネスセンター 事務局      

℡：022-225-8561 Fax：022-262-7055 
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